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本稿で は,こ こ二十数年 の台湾 の経済発展過程 にお ける中小企業 の役割,そ
の変質及 びそれ を支えた中小企業 の競争力 を分析す る。
台湾の経済発展 において,数 多 くの中小企業が果た した役割 と,そ の重要性
は明 らかであ る。特 に第二次世界大戦の後の台湾の産業 及び経済発展 の過程で
は,土 地改革や殖民地 時代か ら残 された インフラ設備,そ れ に,ア メリカか ら
の援助な どが民 間企業 の育成 に役立 った。そ して,こ れ に伴 う余剰労働力が台
.湾の家内工業 の発展 に契機 を与 えた。 これ こそが台湾 中小企業の初期条件 とも
言 え よ う。 これ らの 中小 企業 は当 時の 台 湾経 済 の後 発性 を示 す 象徴(Yin
[1954])と見 なされていたが,台 湾の地域労働経済 の発展及 びその後の台湾経
済.発展 の基礎 を固めた とも言え る。
1960年代,台 湾 は輸出拡大 の時期 にあ り,中 小企業はその豊かな労働 力及び
急速 に拡大 した国際市場 を利用 して,労 働集約的生産方式の もと,比 較優位 の
原則 に したがい,多 国籍貿易会社 の流通チ ャンネルを利用 し,国 際市場 とのア
クセスに成功 し,台 湾経 済の成長 に も貢献 した(Galenson[1979])。また,台
湾の 中小企 業はその大量 の労働力 を利用 し,.失業問題を改善 し,な おかつ所得
平準 化 に も貢 献 した(Scit⑪vsky[1986])。また,政 策面で は1960年代か ら政
府 の 「奨励投資条例」(口的は主 として外国資本及 び華僑 資本の導入 であ った)
に した がって,外 資 の技 術 を摸 倣 し,台 湾工 業 の技術 生 産力 を上昇 させ た





際化 も進み,積 極的に海外投資を行った。しかも,台湾経済g国 際関係を変化
させただけでなく,台湾国内の産業構造の変化をも促進したのである。台湾経















例えば,イ ギリスにおいては従業員の数が200人以下,市 場占有率が低 く,







一部 の研究で は大企業の役割 と対照 させ て,相 対 的に定義 した。つ まり質の
面 また はその役割,例 えば,企 業経営者 の経済 的特質,決 定者の独 立性や その
人 間関係 な どか ら中小 企業 を定 義 してい る(Levicki[1984])。また,一 部 の
研究 はその現代的 あるい は後発 的経 営現象か ら企 業規 模 を分 類す る(Levicki
[1984],Usui[1974])。また別 の研究 では企業 を大企業,中 小企業,零 細企業
と三つに分けて分類 した。零細企業 とは,資 本の投.入が な く,企 業部 門への参
人障壁 もない非 正式部 門 と言 う(SteelandTakagi[1983])。以上の分類 には
文献 と して の参考 価値 はあ るが,..セ観 的 に過 ぎ,限 界 も多 く,問 題 があ る
(Little,MazumdarandPage[1987])。
.中小 企業 の研 究で は,時 系列的或 いは国際 的な比較 のため に,従 業 員数 に
よって分 類 す る場合 が 多 い(StaleyandMorse[1965],AcsandAudretsch
[1990],DroucopoulosandThomodakis[1993])。本稿 もそれ に したが って,
製造某企 業では従業員数が100.人未満で あることをもって中小企 業を定義 する。
また,一 部 の研究.は近代的 な企業 に分析 の焦点 を絞 る とい う観点か ら,伝 統的
な家庭工業 を排 除す るため,5人 以下の零細企業 を中小企業の定義か ら外 した
(BrachandHiemenz[1984])。本稿 もこれ に したがい,5人 以 下 の零 細企業














例 えば大企業 との垂直分業 や水平分業 などであ る。後者は時間の流れに対す る
その対応 力及び調整力であ り,生 産パ ター ン,製 品の組み合わせ,規 模 の調整,
生産拠点及 び進出先の産業な どを意味する。言 いか えれば,中 小企 業の存立 は
規 模 の 経 済 に よ る 生 産 運 営 の制 限 を克 服 し,最.小 能 率 規 模(Minimum
EfficientScale)を下 回 り,能 率的生産 に よ り,費 用 を節約 す るこ とにか か っ
ているのであ る。
Stigler[1958]は企業規模 と経営 能率 との関係 につ いて,そ の計算 方法 を提
出 した。Stiglerは企 業の規模別 の競争力 によ って,能 率の高 い企業か否 がを
糊 した・で は・ どの規模 の蝶 が最 も能率的 であ るのだ ろ うか.S、i。1。、に
よると,ま ず,あ る産業の企業全体を規模 別に分類 し,異 なる時期の異 なる規
模 の企業群市場 占.有率を計算 する。 もし,あ る規模 の企業群の市場 占有率 が時
期 とともにFが るな らば,.その規模の企羅 の生産 コス.トが 高 く瀧 率が1邸 、
事 を意 味す る・反対lr・その.暢 占有率力・上が るな らば,そ の競争力 結 く,




果たしている・その活動は国によ・て,または地域にあ て撫 の撒 補 す
るが,経 済全体における中小企業の比重の大きさは,いずれにおいてもかなり
の水準に達 しており,中小企業の活力あ如何が経済発展 を大きく左右すると言
ね う・M・・shall[・92・]..は中小企業を小 さな木または新 い ・木と呼び
,産業
構造の中で不可欠な役割を果 していると主張 した。現実の社会において,中小
企業砧 める腫 はどの国で結 く,ほ とんどの国では9.割以上を占めている。
特に台湾,日 本,イ タリアや,他のアジア発展途上国において,中小企業の重
要性は上昇 している。.







イ タ リ ア(1971)、
事業所平均従業員数
中小企業(5-99人).市場占有率










韓 国 (1973) 49.7 91.8 28.8 16.9
タ イ (1964) 16.5 982 66.3
一
.西 ド イ ツ (1970) 58.6 90.5 27.6 一
ノ ル ウ 工 一 (1973> 43.9 91.4 43.6 35.9
デ ン マ 」.門 ク (1973) 63.9 86.9 36.i
カ ナ ダ (1973) 79,3. 83.2 26.9 22.7
べ ル ギ 一 〔1970) 57.8 89.8 32.0
イ ン ドネ シ ア (1975) 20.1 97.4 54.1 25.7
フ イ リ ピ ン (1975) 33.1 94.5 35.4 14.4
ブ ラ ジ ル (1970) 38.8 93.O 29.1 16.4
シ ン ガ ポ ー ル (1973) 62.4 90.〔} 29.0 22.9
メ キ シ コ (1975) 65.7 87.D 29.7 20.2
資 料:lunchandHiemenz[19.44】Table,2-1,Fp.8-9,CouncilfΩrEcDnomicPlanning3【,dDe-
ve1〔ppment,7ユzε㎜ η3εαε寵 雌 」7池8α βρo丸R.0,C,Table17-11,1989,PP,336-337,
1970年代初期 アメ リカの平均企業規模は台湾の数字 よ りもはるか に大 きいが,
日本の数字 はむ しろ小 さい㌦ 従業員.数か ら見 る と,台 湾 中小企業 の雇用 人数
は 日本よ り少 な.いが,韓 国や アメリカよ りも多 い。付加価値額 は台湾では 日本
よ りも遥か に少 ない。 しか し,ア メ リカや韓 国よ りも多い。 また,5-99人の中
小企業 の事業所数の割合か ら見 ると,ほ とんどの園で は9割 以 」二を 占めてい る。
台湾で は92.9%を占めてい るが,日 本の95.6%やイタ リアの93.5%及びその他
のアジア発展途上国の比率 よ りも低 い1た だ し,工 業化が台湾 と似 通 っている
韓国や メキシコでは台湾の比率 よ りも低 い。
1)企 果規模は事業所単位で表す。一企業が数か所事業所を有す る場合 もあるが,中 小企業の統計
調査であるために.こ れらの数か所 の事業所を合計する ことは しなか?た 。 したが って,こ の中






国 別 1-19人 20-99人 mo-499人 500人以 卜、
台 湾(ユ981> 22.48) 18.9(b) 28.5 30.2
ア メ リ カ(1977) 4.9 11.3 12.8 71.0
日 本 〔1983) 27.9n) 19.3(6) 19.6 33.3
イ 夕 リ ア(1981) 24.6 19.1 46.4
.一
イ ギ リ .ス(1981) 20.3 23.4
.一
66.3
西 ド イ ツ(1982) 15.1(4) 24.7 60.2
デ ン マ.一 ク(!983) 9.2〔c} 一25.9 29.6 35.3
べ ル ギ 一(1983) 12.1 20.7 .25.8
一..
41.3
フ ラ. ン ス(ユ981) 8.7 19.0 22.8 49.4
? ラ ン ダ(1982) 13.0 21.6 654
オ ー ス 卜 プ リ ア(1982) ユ2.5 ⊥7.4 21.3 48.6
注:〔a)129人,〔b:80-99人,1:c)6-19人,(d)20人
資 料=StoreyandJohnson[1987]Table2-2,p.12.行政 院 主 計 虞r台 閨 地 区 工 商 普 査 報 告 」
1981年。
次 に1980年代 の製造 業規模別従業員数構 造を見 ると,20-99人規模 の従業員
比率 は.台 湾では五分 の一 を占めてい るが,日 本やイ タリ.ア,デ ンマーク,ベ
ルギ皆,オ ランダなど とお よそ同 じ比率を持 っていた(第2表) 。.ただ し.,100
人以 上規模 の従業 員数は台湾が 最 も低 い比 率 を持 ち,日 本 はその次で あ る。.
100人未満 の規模 の ものでは台湾で は 日本 と同 じ30人で区切 るが,日 本 は どの
規模で も台湾 よ り高い比 率を持つ。
その99,1970年代以 降の需 要面 においては,消 費の個性化,多 様化,市 場の
細分化 な どの現 象が発生 し,他 方,供 給面においてほ,新 素材や マイクロエ レ
ク トロニクスなどを中心 に,い わゆ る第三次技術革新が進行 し.,中 小企 業を取
り巻 く環境が大 き く変化 して,中 小企業へ の関心が国際的に も高ま っている。
第1表 及 び第2表 か ら分か るよ うに,日 本の製造業 に中小企業が 占め る比率
は台湾 よりもむ しろ高 い。...般的印象では台 湾の方が 中小企業 の数がは るかに
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多い様 に思われ るが,そ れは 日本 の大企業集団や韓国及び一部の1:業先進 国 と
の企業の規模の比較 において表れ た現象で ある。
m台 湾の中小企業
1概 論
台湾中小 企業の役割 としては,例 えば直接輸出に寄 与 した ことや大企業 との
垂直 ・水平的生 産協力 関係 などによ り,健 全な産業構造 の担 い手 として活躍 し
てい る事が挙 げ られ る。 台湾の 『台 関地 区⊥ 歯音 査報告』(」.:業セ ンサ ス)資
料 による と,1961年か らユ97ユ年 まで,従 業員WOO人 未満の中小企業 の従業 員
総数は減っているが,1971年か らはむ しろ増 えた。1996年とユ971年の資料 を比
較す る と,中 小企 業従 業員 数比 率 は14.23%にも高 まった。特 に1986年か ら
1996年の間,上 昇比率 はおよそ9%に 達 した(第3表)。
1960年代 には台湾 の中小企 業の役割 は低.下したが,1970年代 か らはむ しろ高
ま って きたことが,第3表 か ら明 白にわか る。特 に,1986年以後,台 湾 の中小
企業 はその経営条件が厳 しくな ったに もかかわ らず,役 割の重 要性 はむ しろ高
まった。 と りわ け1991年以後,台 湾経済 は安定成長 にな り.台 湾 中小企業 の相
対 的位置 は高 ま りつづ けた。
また,企 業平均従業員規模 か ら見れ ば,1961年では5,98人で あ るが,1976年
には8.79人に上 昇 した。 その後,平 均企 業規模 が下が り,1996年は7.68人に
なった。 この ような規模 は,例 えばギ リシ ャやポル トガル,ア イルラ ン ドなど
と差 がない(Liargovas[1998])。したが って,中 小企 業 の数 が多 く,平 均 規
模 も.小さい とい う特徴 は台湾 に独 自な ものではない。
2産 業別の分析
中小企 業の産業別労働市場 占有率を見 ると,1971年以降 は上が り,1991年以
降水 道,電 気,エ ネルギー業種を除 き,.ほとん どが50%を超 えた(第4表)。
水道,電 気,エ ネルギー業種 は台湾でほ国営大企業が支配的位置を占めている。.
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第3表 台 湾1-99入 規模 中小 企 業統 計(1961-1996年)
.年 企業数比率 〔%) 従業員数比率(%) 平均企業従業員規摸 〔人)
1961 99.57 64.28 5.98
1966 99.28 57.30 74.04
197.1 98.96 52.52 8.72




1986 99.00 57.89 8.49
1991 99.24 63.82 7.94
1996 99.37 66.75 7.68
注1)'推 測値 で あ り,当 年 度 のセ ンサ ス は調 査 しな か った 。
2>:調査 は 公 共 団体,国 防 事 業,農 林 産 業.大 使 館,研 究所,社 会奉 仕 団 体 を除 く生 産 業 。









本生産力が得 られる。まず大企業 と比較 して,中小企業はそれより多い労働力







差が縮小 したのである。特に1986年以降はその変化が激 しいpサ ービス業の場
116(296} 第167巻第3号
第4表 中小企業の産業別労働市場占有率 (%)
ユ961年 1966年1971年 1976年 1986年 ]991年 1996年
工 業 53.27 38.51 36.39 3ア.84 47.26 5〔瓦04 60.50
鉱.業 27.42 14.79 11.96 23.7842.18 68.57 78.32
製 造 業 57.58 42.72 35.62 38.5547.86 56.48 5ア.94
水,エ ネ ル ギ ー* 30.95 ユ0.34 13.33 1.66 3.71 3.81 4.75
建 設 業 54.94 38.00 53.25 40.17 47.96 58.21 76.88
サ ー ビス 業 82.89 82.00 ア7.37 78.06 フ4.95 73.05 72.44
商 業* 99.35 97.37 96.3192.99 91.71 88.69 88.19
運 輸,通 信,倉 庫 38.58
一
『 42.36 52.68 55.88 52.52
金 融 保 険 85.25 一 一 71.56 55.03 54.81 47.40
そ の他 の サ ー ビス業 一 69.19日2.31
.
一 64.35
合 計 64.28 57.30 52.52.53.00 57.89 63.8266.75











労 働 生 産 力 資 本 生 産 力. 労 働 集 約 度
年




































資料:第3表 と同 じ資料 をもとに計算。








































































































1-9人 10-49人 50-99人 100-499人 500人以 上
1966年 ユ2.8 21.2 8.7 22.5 34.8
1976年 10.1 17.4 11.0 30.2 31.3
1981年 22 3〔a) 39.7〔b} 8.":c) 29.5
1986年・ 10.4 24.0 13.5 28.1 24.ユ
1991年 14.1 29.6 12.8 2L3 22.2
1996年 16.0 29.8 12.2 19.0 23.O
注:L企 業 単 位 か ら計 算 した。
2.〔a:30人未 満.〔b〕30-299人,〔。}300-499人。
資 料:第3表 と同 じ。
華僑企業か らの投資があ る程度 多 く,台 湾本 土の企業の 占有 比率 は この時期 ま
で変わ らない(Hu[1995])。また,中 小企業 の台湾経 済へ の貢献 度 は1970年
代以 降が顕著であ る。
台湾 の産業環境 では198⑪年代半 ばか ら激 しい変化 が始 ま った。零細企業や小
型企業の活発 さが特 に顕.著であ り,中 型企業の労働市場 占有率 はむ しろ下落 し
た。全体か ら見れば中小企業 における規模 の経 済か らの制約 ははっ きりしてい
なか った。Aiginger,MuellerandWeiss[1998]は規模0経 済に よる企業 生産
効率の制限はそれほ ど厳 しくなか った と分析 した。確か に,一 部の産業を除い
て,現 代 の生産技術 の下で は,企 業規模 の拡大 は生産効率 との間 において必ず
しも必 要条件 ではな くなったといえ よう。
4中 小企業の弾力性





力はその弾力性をも示 している。たとえぼ,不 景気の時鶏 中小企業はその規
??
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模 を縮小 し,そ の弾力性 を利用 して存立 し続ける。景気が大幅 に変動す るとき,
中小企業 は大企 業のバ ッフ ァー としての機 能を発揮 し,OEMや 分 業関係 を保
ちなが ら,景 気の安定要因 ともなる。 中小企業 の経済 リスクは大 きいが,市 場
が急速 に拡大す るとき,中 小企業 もその弾力性 を利用 して,自 らの市場 を有効
に拡大 した。台湾の実証研究で は下請体制が中小企 業に存在空 間を与 えた.こと
が検証されている(HuandSchive[1996])。
弾力性 は生産面で い くつ もの意味 を持つ。た とえば,弾 力性 のある企 業 は生
産技術 によ り需要の変動 にあわせて生産 を調整で きる(Stigler.[1939])。つ ま
り,技 術不変 の下で,最 も労働 集約的 ・資本集約 的に生産がで きるとい う事 で
ある。 第5表 の資本や労働 生産力 の変化が それ を説明 してい る。
中小企業 の弾力性 の もうひ とつg意 味 は,生 産要素価格 が変動す る場 合,中.
小企業 はあ る生産要素か らほかの生産要素への代 替 を行 いやす い とい うことで
あ る。つ ま り,.最も高い生産要素代替弾力性 を有 す るとい うことで あ り,中 小
企業の生産技術 が最 も弾力的であ ることを意味す る。実証分析で は台湾,イ ン
ドお よび韓 国 ともに,大 企業 と比較 レて,中 小企業が よ り高い労働お よび資本
の要素 の代替弾力性 を持つ と分析 された(Little,MazumdarandPage[1987],
NguyenandReznek[1993],胡・酵[1997])。1980年代 後期,台 湾の人件 費
が上昇 した とき,中 小 企業で はこのよ うな高 い弾力性 を保つために,自 動化 生
産等 に.見られ るような調整力 が発揮 され たのであ る。
企業 の組織調整は多角化経営 を生み,海 外投資 も行われた。海外投資 とい う
特徴 は1980年代 中期及 びそれ以後 の台湾 中小企業の経営方式の変質を示 してい
る。当時の台湾の外貨相場や労働人件費の変化は,台 湾中小企 業の経営 に不利
な影響 を与えた。一方.1987年以後政治的な開放措置や外貨政 策の自由化 によ
り,台 湾企業 の海外投資 ブームが起 こった。台湾の中小企業 は,労 働力集約的
な生 産を東南 ア ジアや 中国へ移 し,台 湾の本社 は新製 品の開発や流通,仕 入れ
を担 当 した。一種 の生産高度化 ともいえよ う。これこそが,台 湾中小企 業の経




力 を持つ ことは国際競争力 を持 つ上で重 要で ある。
5台 湾中小企業輸出の比較優位
新 興工業 国経 済発展 の最 も一般的 な特徴 はその輸 出拡大実績 で ある(Kuo
[1983]),台湾 は特 に典 型的 な例 で あ る。1995年の世.界貿 易機 関(WTO)の
成立 に伴い,ど の国の産業 競争力 も国際市場で決 まるようにな った。世界 的産
業 ネ ッ トワー クは ひとつにつなが り,ど の経済実体 ももはや この グローバ ル化
の趨 勢か ら逃 れ られ ない(AceandPreston[1997])。台湾 の中小企 業 も変化
してい った。
OECDの 調査 によれ ば,DECDメ ンバ ーの中小企業平均 輸出 占有率 は26%
であ り,ア ジア発展途 上国平均 の35%より低 い(Reynolds[1997])。台湾 中小
企業の輸出比率は特 ピ高 い。第8表 か らわか るように,台 湾 の輸 出全体 に占め
る中.小企 業の輸 出額 の比率 はつね に50%前後を占めている。 その比率 は日本や
韓国の3割 前 後よ りもはるか に高い。台湾は貿易会社数で も韓国 よ りも多い。
1970年代初 め頃,台 湾 の貿易会社数 は韓 国の2.倍以 上で あ り,1980年代に入 る
と,そ の数は更 に4倍 に拡大 した。 しか し,台 湾 ρ貿易会社の貿易額は韓国の
貿易 会社 の四分 の一で しが なか った(Levy[1991])。
口本 の輸 出では大企 業が重 要な役割 を担 ってい る。製 造業 を例 とす る と,
1986年か ら1988年まで の間1日 本の輸 出上位50社の総輸出額 は日本の総輸 出の
61%を占めるが,台 湾の この数字 は19%でしか ない(Doi[1991])。
一般 的に,輸 出活動 はその運営資金が高額であ り,リ スクも大 き く,規 模 の
経済 に適合す ると認識 されて きた。す なわ ち,大 規模企業は中小企業 よ りも輸
出活動が しゃす い と分析 され たので あ る(Krugman[1989])。つ ま り,輸 出
活動 と企業規模 と一の問には正 の相 関関係があ る。
しか し,台 湾 の現状 は どうであ ろ うか。第9表 は台湾製造業規模別輸出額及
び売上高の構造 である。表か ら分か るよ うに,零 細,小 型企業及 び中型企業で
は1986年か ら1991年に輸 出額 と売上高 は ともに成長 した。ただ し,1-99人規
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第8表 台 湾 の総 輸 出 に占 め る中小 企 業輸 出 の比 率 〔瑚
1982年 1983年1984年 1985年 1986年 1987年1988年 1989年 1990年
69.7 63.4 59.2 61.2 66.4 67.1 60.0 61.6 57.3
ユ991年1992年1993年.1994年1995年1996年1997年1998年
56.955.954,852.650.749.848.846,「
注:白 書 の中小企業 の定義 は本文 と異な る。.
資料=経 済部 中小企業処 『中小企業 白皮書』.各年版 。
第9表 台湾製造業規模別輸出額及び売上高比率 (%)




































模企業 の輸 出額 占有率 は売上高 占有率よ りも低 くなっている。つ ま り,1980年
代後半,中 小企業 の生産は国内市場向けが輸 出向けよ りも高い。大型企業の売
ヒ高 占有率 は3割 以.下であ るが,輸 出占有率 は3割 以 ヒであ る.そ して,超 大
型企業 の場合 は売上 高占有 率 は38.72%(1991年)であるが,W【 願 占有率 は
39.6%であ る。
今 までの台湾経 済の分析 によ り.1970年代か ら1980年代 の末 頃は育湾 中小企
業の黄金時代 であ り,1980年代半ば頃か ら中小企 業の輸 出は下落 してい ること
がわか.る(第8表)。 この ことか ら,台 湾製造 業の輸出が,1980年代半 ば頃か
ら企 業規模.との 問で他 の先 進国 と同様 に正 の相 関関係 を持 つ ように なった
(Caves[1989])と言 えるか もしれない。 しか しこれ につ いての更に進 んだ分
析 は今後 の研 究課題であ る。
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IV1980年代以降台湾中小企業の変質
台湾 は1952年に海外 か らの直接投資奨励措 置を取 った。1966年に初 の輸出加
工区が設立され,国 外か らの対内直接投 資を積極 的に利用 し,技 術導入や工業
発展 によ り,そ の後の台湾経済 の発展 の基礎 を打 ち立 てた(Schive[1990])。
台湾企業 の海外 直接投 資 につい て,.1961年には 「対外投 資辮法(施 策)」が制
定されたが,そ の 日的は台湾企業の海外投資 を制 限 し,外 貨 の流出 を防止す る
ことにあ った。ユ975年か らその施策は 「対外投資審核処理辮法」 に改定され,
台湾経 済に有利 な条件 に海外投資 の制 際が緩和 され た。 しか し,そ の時期のほ
とん どの海外 投資 会社 は大企業 であ り,中 小企 業 はほ とん どなか った(Ting





























台湾に残 る本社はよ り資本集約的な生産を行 っている(Lin[1995])。海外投











2〕台湾 中小企業の国際化 とい って も,ほ とん どの中小企業 はそ の生産 を東南 アジ アや中国へ移 し,










中 国 地 区 中 国 以 外 地 区
年








1990 『 3:【5 .1,552.21
1991 237 174.16 364 1,656.03




1994 934 962.21 324 1,616.76
1995 490 1,092.71 339 1,356.88
1996 383 1,229.24 470 2,165.40
1997 728 1,614.54 759 2,893.83
1998 641 1,519.21 897 3,296.30
1999 488 1,252.78 774 3269.10,
資料:経 済部投資審議 委員会 「中華民国対外投資統計 月割]999年12月。
食品工業研究 院な どの技術管理機構.を活用 し,指 導,支 援体制 を確立 した。そ
れ とともにベ ンチ ャーキ ャピタルの役割 も無視で きない。
台湾では1984年に初 のベ ンチ ャーキ.ヤピタル会社が設立 され,そ の後現在ま
で に約150社のベ ンチャー キャピ タル会社 が設立 された。 この間のベ ンチ ャー
キ ャピ タルの 国内投 資件 数は約2,000件で あ り,一 件.当りの平均投 資 金額 は
2,500万台湾元で あ り,.通信 産業,消 費者 向け電子 産業 や半導体産業 は半分 以
上の比重 を占めてい る。
ベ ンチ ャー ビジネスは創業 したばか りの会社であ り,と くに高度な技術 を持
つ新設立 の会社 はその経営 条件が悪 く,金 融機関か ら融資を受けに くい。 ベ ン
チ ャーキ ャピタルの投資 が、 これ ら高度技術 を持つ中小 企業に とって,成 長 の
源泉 とな ったのであ る。台湾 の中小企業,特 に通信産業でのベ ンチ ャー企業 の
発展 において,.この ようなベ ンチ ャーキ ャピタルの役割は無視 で きない。
その他,1996年に 「鼓働公民営化機構設立中小企 業創 新育成中心 要点(イ ン
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キ ュベ 一 夕ー設立 の育成施策方針)」が制定 され た。研究 開発 型 中小企業 の育
成 に律 立つ と期待 されている。台湾で は現在 までに47ヶ所 のイ ンキ ュベーター
セン.ター が 短期 間で設立 されたが,ほ とん どは大学の中に設 けられた ものであ
る。その 目的は,産 業界 との共同研 究や大学 の研究成果 を企業化す ることであ
り,一 つ のTLO(Techno】ogyLicensing()rganization)制度:ともい えよ う、
大学 は豊富な設備や人的資源 を持 ち,ま た異業種間の技術 の融合に も向いてい
る。
したがって,政 府 の政策支援措置のみな らず ,ベ ンチ ャーキ ャピタルや イン
キュベ一名丁は,.台湾中小企業g)技術高度化,つ まり台湾中小企業の変質に対
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